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序　　文

　パキスタン・イスラム共和国では、工業が農業に次ぐ基幹産業となっており、同国政府は、国

営企業の民営化・中小企業育成・外資導入による工場誘致・税制面での優遇政策などによる工業

の振興により雇用機会の創出・貿易収支の改善などを図っています。

　同国産業界、特に中小企業の技術レベルの向上を目的として設立されている「パキスタン工業

技術指導センター（PITAC）」は、各種研修コースの開催、技術サービス及びプロトタイプ製品

の試作設計等を中心とする活動を行っており、我が国もPITACに対し、金属加工分野において、

プロジェクト方式技術協力事業「機械加工技術開発プロジェクト」を1982年９月から1985年10月

まで実施し、1994年１月から1995年３月までアフターケア協力を実施しました。

　しかしながら、金属加工分野における機械のコンピュータ化が進み、周辺の中小企業のより高

度な技術に対するニーズの高まりに対応するには、PITACの技術力向上及び機材の更新が必要と

の判断から、パキスタン政府は我が国に対し、1997年12月にプロジェクト方式技術協力を要請し

てきました。

　これを受けて我が国政府は、国際協力事業団（JICA）を通じて、本要請がプロジェクト方式技

術協力の案件として適当であるかを検討するために、1999年３月30日から４月14日にかけてパキ

スタンに基礎調査団を派遣しました。本基礎調査では、プロジェクト方式技術協力スキーム及び

ODA予算の現状を説明のうえ、要請の背景及び妥当性を確認するため、国家開発計画における金

属加工及びプラスチック産業の位置づけと現状を確認するとともに、PITACの組織体制、活動状

況の調査並びに中小企業のニーズ調査を実施し、その結果を踏まえ、要請内容についてPITAC及

びパキスタン関係機関との協議を行い、その調査・協議内容を協議議事録（M i n u t e s  o f

Discussions: M/D）として取りまとめ署名・交換を行いました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに、本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・パキスタン両国の関係各位に対し、

深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

　1999年４月

国際協力事業団

　鉱工業開発協力部

部 長 　 林 　 典 伸
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第１　基礎調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　パキスタン・イスラム共和国では農業が最も大きな位置を占めており、工業は農業に次ぐ基幹

産業となっている。主たる工業は繊維工業・食品加工、肥料・セメント等の製造業であり、パキ

スタン政府は工業の振興により雇用機会の創出、貿易収支の改善等を図るため、国営企業の民営

化、中小企業育成、外貨導入による工場誘致、税制面での優遇策を採っている。

　「パキスタン工業技術指導センター(Pakistan Industrial Technical Assistance Center):

PITAC」は1962年、同国産業界、特に中小企業の技術レベルの向上を目的としてラホールに設立

され、各種研修コースの開催、技術サービス及びプロトタイプ製品の試作設計等を中心とする活

動を行っている。我が国も1982年９月～1985年10月にかけてPITACの特に金属加工分野の機能強

化を図ることを目的としてプロジェクト方式技術協力事業を、1994年１月～1995年３月まで同ア

フターケア協力を行った。

　しかしながら、金属加工分野における機材のコンピュータ化が進み、周辺の中小企業のより高

度な技術に対するニーズの高まりに対応するには、PITACの技術力向上及び機材の更新が必要と

の判断から、1997年12月、パキスタン政府は我が国に対し、プロジェクト方式技術協力を要請し

てきた。

　本調査団ではパキスタンにプロジェクト方式技術協力スキーム及びODA予算の現状を説明した

うえで、パキスタン政府、PITACの監督官庁である工業産業省等の要請分野に関連する政策、要

請分野の現状確認、PITACがターゲットとする中小企業のニーズ調査、PITACの組織及び活動状

況の調査を行い、今回の要請が新規のプロジェクト方式技術協力の案件として適当であるかどう

かを検討する。

　この結果を踏まえ、妥当性が確認された場合には、先方の実施体制を確認し、プロジェクトの

範囲を絞り込むとともに可能であれば必要な協力内容を検討する。

　また妥当でないと判断される場合には他のスキームによる対応の妥当性についても検討する。

１－２　主要調査内容・項目

(1) 日本のODAにかかる現状説明及び予算の説明

１）ODA予算の現状説明

２）プロジェクト方式技術協力の現行スキームの説明（含むPDM、評価５項目の説明）

(2) プロジェクトの背景・実施体制の調査

１）パキスタンの国家開発計画等との整合性の確認
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２）パキスタンにおける金属・樹脂加工業の現状確認

３）パキスタンにおける（特に金属加工業の）中小企業の現状確認（含む当該プロジェクトの

ターゲットグループ・ニーズの確認）

４）所管官庁・実施機関の組織（含む予算・人員配置）の確認

５）実施機関の活動内容の確認（含む既存の機材・研修コース及び技術サービス等の実態）

６）第１フェーズでの対象分野の活動の現状確認

(3) 要請内容の確認及び絞り込み

１）要請各項目に関するニーズ・内容の確認、問題分析

２）協力の妥当性の検討

(4) 具体的協力形態・内容、範囲の検討

１－３　調査団の構成

氏  名 分  野 所     属 

桑島 京子 団長・総括 国際協力事業団 鉱工業開発協力部 鉱工業開発協力第一課 課長 

山下 光紘 技術協力政策 外務省 経済協力局 技術協力課 フォローアップ事業班 課長代理 

加藤 雄三 技術協力計画 
通商産業省 機械情報産業局 総務課 素形材産業室 

課長補佐・総括班長 

白井 健二 CAD/CAM 日本大学 工学部 情報工学科 教授 

井出 勝久 金型技術 (財) 素形材センター テクニカルアドバイザー 

知地 正紘 金属加工 (財) 素形材センター テクニカルアドバイザー 

三井 祐子 協力企画 国際協力事業団 鉱工業開発協力部 計画・投融資課 職員 
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１－４　調査日程

行     程 
日順 月 日 曜日 時 間 団長、技術協力政策、技術協力計画 

CAD/CAM、金型技術及び協力企画 
金  属  加  工 

１ 03月30日 火   8:40 成田発（PK853） 
     15:45 イスラマバード着 

     ＰＭ JICAパキスタン事務所との打合せ（永友職員） 
     20:30 イスラマバード発（PK389） 

     21:20 ラホール着 

２ 03月31日 水   9:30 PITAC視察 
     14:00 MACHANO ENGINEERING、FASNA視察 
３ 04月01日 木   10:00 ラホール工科大学 視察 

     11:40 MIRDC視察 
     14:20 MEDIPAK LTD.視察 
     16:00 PAKELEKTRON LTD.視察 
４ 04月02日 金   10:00 PCSIR視察 
     12:30 THERMOSOLE INDUSTRIES視察 
     14:30 SPEL視察 
５ 04月03日 土 11:00 成田発（JL717） 9:30 SEYED BHAIS LTD.視察 
   15:15 バンコック着 12:00 PECS INDUSTRIES LTD. 
     14:20 ATLAS HONDA視察 
     17:00 PITAC視察 
６ 04月04日 日 2:00 同発（PK897） 8:00 ラホール発（PK356） 

   7:00 イスラマバード着 8:50 イスラマバード着（到着後、本隊に合流） 

   ＰＭ 技術団員と合流後、団内打合せ 

７ 04月05日 月 9:30 JICAパキスタン事務所との打合せ（中川所長、永友職員） 
   10:30 在パキスタン日本国大使館表敬（久保田大使） 

   12:00 財政・経済省経済局（EAD）表敬 
   13:30 工業産業省表敬 

    KICK OFF MEETING（出席者：工業産業省次官、PITAC所長、永友職員、その他） 
８ 04月06日 火 8:00 イスラマバード発（PK385） 

   8:50 ラホール着 

   10:30 PITAC視察 
   13:00 PITACとの協議 
９ 04月07日 水 9:30 SPEL視察 
   11:00 SANPAK ENGINEERING IND LTD.視察 
   15:40 PITACとの協議 
10 04月08日 木  団長、技術協力政策、技術協力計画及び協力企画 CAD/CAM、金型技術及び金属加工 
   終日 PITACとの協議 終日 PITAC WORKSHOP視察及び 

C/P候補者へのインタビュー 
11 04月09日 金 終日 PITACとの協議（ミニッツ案協議） 終日 PITAC WORKSHOP視察及び 

C/P候補者へのインタビュー 
12 04月10日 土  団長及び協力企画 技術協力政策、技術協力計画、CAD/CAM、金型技術及び金属加工 

   ＡＭ PITACとの協議（ミニッツ案確定） 10:30 PUNJAB SMALL INDUSTRIES CO.視察 
     11:30 SONEX視察 
     13:00 CITIZEN視察 
   ＰＭ 技術団員が合流、引続きミニッツ案確定 

13 04月11日 日 ＡＭ 団内打合せ 技術協力計画 

   19:00 ラホール発（PK388）   

   19:50 イスラマバード着 23:50 ラホール発（TG506） 

14 04月12日 月 9:30 ミニッツ署名（工業産業省） 6:20 バンコク着 

   10:15 EADへの報告 8:50 同発（JL708） 
   11:00 在パキスタン日本国大使館（久保田大使）

への報告（JICA パキスタン事務所長が同
席したため、事務所報告も兼ねる） 

16:40 成田着 

   ＰＭ 団内打合せ 

15 04月13日 火 8:00 イスラマバード発（PK385） 

   8:50 ラホール着 
   終日 PITACとの打合せ 
   23:50 同発（TG506） 

16 04月14日 水 6:20 バンコク着 

   10:50 同発（TG640） 
   19:00 成田着 
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１－５　主要面談者

＜パキスタン側＞

(1) 工業産業省

　Mr. Abu Shamim M. Ariff Secretary

　Mr. Sajjad Haier Senior Joint Secretary

　Mr. Muhhtar Haider Shah Deputy Secretary

　Mr. Sarwar Zahid Deputy Secretary

　Mr. Mushtaq Khan Assistant Chief

　Mr. Nasir Jamal Section Officer

　Mr. Ghulam M. Wazir Information Officer

(2) 財政・経済省経済局（EAD）

　Mr. Rashid Mahmood Joint Secretary

　Mr. Hasan Zaidi Deputy Secretary

(3) PITAC

　Mr. M. A. Jabbar Khan General Manager, Head of NPO

　Mr. Syed Ahsan Ali Khan Sr. Manager Operation and Works

　Mr. Sarfraz Ahmad Manager Enterpreneurship,Training

　Mr. Javaid Iqbal Sheikh Manager Maintenance

　Mr. Arshad Javaid Manager NC Shop

　Mr. Wajihuaam Numan Manager Technical Training

　Mr. Muhammad Shakeel Choudry Manager Machine Shop

　Mr. Alif Ali Sheikh Manager Productivity Service Div.

　Mr. Khalid Mahmood Manager design Dept.

＜日本側＞

(1) 在パキスタン日本大使館

　久保田　穣 大使

　岩藤　俊幸 公使

　中川　　勉 一等書記官

　渡辺　史郎 一等書記官

　高橋　浩昭 一等書記官
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(2) JICAパキスタン事務所

　中川　和夫 所長

　永友　紀章 所員

(3) 三井物産(株)ラホール事務所

　福原　浩一郎 所長（知地団員のみ）

(4) ソニー(株)ラホール事務所

　飯田　克己 所長（知地団員のみ）
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第２　調査結果の要約

　本件調査団は、1999年４月４日から４月13日（技術団員１名は３月30日から４月13日）までパ

キスタンに滞在し、パキスタン工業技術指導センター（Pakistan Industrial Technical Assistance

Center: PITAC）を実施機関として要請されているプロジェクト方式技術協力案件についての要

請背景及び妥当性を確認するため、国家開発計画における金属加工及びプラスチック産業の位置

づけ及び同分野の現状確認を行うとともに、実施機関の組織体制、活動状況並びに既協力案件の

現状を聴取し、それを踏まえ、新規案件の要請内容についてPITAC及びパキスタン側関係機関と

の協議を実施した。

　上記調査・協議内容についてはミニッツとして取りまとめ、４月12日に工業産業省において、

我が方基礎調査団桑島団長と同省Abu Shamim M. Ariff次官及びPITACのM. A. Jabbar Khan所

長の３者の間で署名・交換を行った。

　署名・交換されたミニッツ及び調査の概要は以下のとおり。

(1) 要請の内容（要請案件における技術移転対象分野）

　今回新規に要請されたプロジェクト方式技術協力案件の要請内容は次のとおりであった。

１）コンピュータ化された総合金型製作システム

２）射出成形機

３）熱処理関連機材

４）管理技術及びLCA (Low Cost Automation)

　本件要請の実施機関であるPITACに対しては、機械加工の分野において、1982年９月から

1985年10月までプロジェクト方式技術協力「機械加工技術開発プロジェクト（以下（フェーズ

１」という）」を実施するとともに1994年１月～1995年３月にアフターケア協力を実施した。

(2) 日本のODA及びプロジェクト方式技術協力の現状説明

　行財政改革の枠組みの中でODAが削減を迫られており、より妥当で、かつ、自立発展性の

期待される案件を形成する必要があること、並びに先方がプロジェクト方式技術協力の経験が

あるが故に、前回の協力終了後のプロジェクト方式技術協力のスキームの変化、特にPCMの

導入と評価の強化（評価５項目の導入を含む）に伴う投入重視から成果重視への移行や自立発

展性の重要性について説明し、パキスタン側の理解を得た。

(3) 国家開発計画等との整合性

　長期的な国家計画である「パキスタン2010プログラム（1998年～2010年）」、及びそれを基
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に作成された短中期計画の「第９次５か年計画（1998年～2003年）」においては、プラスチッ

ク産業分野に関する直接の記載はないものの、前者では、特に重要な開発５分野の中の生産分

野（特に工業及び農業関連）と輸出関連産業の中に今回の要請分野であるプラスチック産業な

らびにサポーティングインダストリーを位置づけていることを確認した。また、この中で政府

は民間企業、特に中小企業について、その企業マインドを重視し、インフラ整備、税制改革等

それらが成長するための周辺環境の整備を約束している。後者ではGDPの18％、雇用の11％

を占める製造分野を外貨獲得の重要分野であると位置づけ、また投資政策で優先されているエ

ンジニアリング、化学、電気といった高付加価値・輸出指向かつハイテク産業の促進を戦略の

１つとして打ち出していることを確認した。

　1997年２月には、政府関係者及び民間企業の代表がメンバーとなった「エンジニアリング開

発委員会（Engineering Development Board: EDB）」が設立され、３月に提出された調査

報告書では、韓国、台湾、マレイシアの同分野の経済成長の背景にはエンジニアリング部門の

発展が重要であったとの指摘がなされ、パキスタンもそれに習うべきであるとされた。

　以上から、パキスタン政府機関のエンジニアリング分野及びサポーティングインダストリー

に対する重要性の高まりとそれに対する振興政策を確認した。

(4) パキスタンにおける金属加工及びプラスチック分野の現状

１）プラスチック産業に関係する金属加工及び組立産業の現状

　「産業業種別・製品別生産額」等のデータは入手できなかったが、PITACによれば、パキ

スタンにおいてプラスチック製品製造業に従事している企業は約4,500社で、そのうち、組

立産業に部品を提供している企業は450社といわれている。また、プラスチック金型製造業

者は約25社であり、このうちの４～８社の潜在的技術レベルはある程度高いとPITACは認識

している。

　パキスタンでは毎年５万～６万台の乗用車、オートバイ等が生産されているが、この生産

のほぼ100％が国内向けで、トヨタ、スズキ、ホンダ等日系企業を代表とする外資系の大企

業（15社）が占めている。パキスタン政府は自動車部品の国産化率の向上をめざしており、

例えば、1300cc以上の乗用車の国産化率を1999年には44％、2000年には48％にすることを目

標としている。

　現在、自動車部品を製造する金型については、品質上の問題によりほとんど日本及び台湾

から輸入されている。

２）金属加工及びプラスチック分野に関連する機関

ａ）Ministry of Industries and Production（工業産業省）

　PITACの監督官庁である。
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ｂ）Vocational Training Centers

　労働省傘下の職業訓練センターで初心者を対象に座学中心の講義を行っている。なお、

カラチのパク・スイス訓練センターにおいては、金型の設計・加工技術について、中学卒

業及び同等の者に対する実技を含む４年の訓練プログラムが行われている。

ｃ）Metal Industrial Research Development Center (MIRDC)

　もとはPITACの一部であったが、1982年金属分野の試験・検査機関として独立した。

ｄ）Pakistan Council of Scientific and Industrial Research (PCSIR)

　PCSIRは科学技術評議会傘下の工業分野における試験・研究機関であるが、PITACが

PCSIRに品質管理と材料加工に関するアドバイスを求めたり、PCSIRが金型制作や熱処

理を依頼するなど相互に協力している。

ｅ）PITAC

①　設立経緯

　PITACは1961年に、産業界の技術の向上と生産性向上に関する知識の普及を目的に、

工業産業省管轄下に設立された。その前身は、1955年に設立されたIndustrial Research

and Development Centerと1957年に設立されたIndustrial Productivity Centerであ

り、1997年にはPakistan Institute of Entrepreneurship Trainingに統合され、現在に

至っている。また、PITACは1961年にNPO (National Productivity Organization)とし

て政府から認められ。ISO9000やTQM等の研修を行っている。設立当初より、「国家

生産性センター（National Productivity Organization: NPO）」として、生産性概念

の普及の役割を担っている。

②　組織

　PITACの活動、予算、人事等を決定するのは以下の２委員会である。

・Governing Body

　工業産業省の副次官を議長とし、連邦及び州政府、連邦商工会議所代表等12名から

なる委員会でPITACの活動方針や予算が決定される。

・Executive Committee

　Governing Bodyの下に位置し、PITAC所長を議長とし、工業産業省の管理部門の

副次官、財政アドバイザー、連邦商工会議所、ラホール商工会議所代表者を含む５名

で構成されており、Governing Bodyの決定に基づき、日常の活動方針を決定してい

る。

③　予算

　予算には２種類があり、それぞれ通常予算とプロジェクト予算に分類される。通常予

算はPITACにおける人件費、恒常的なメンテナンス費等を含む政府からの交付金のこと
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であり、自己収入金額もこの中に盛り込まれる。一方、開発予算はある特定のプロジェ

クトが計画された時に特別に申請されるもので、これは、財務省の大臣を議長とする

「Priority Meeting」（毎年４月に開催）で審議され、各省ごとに予算が分配される。

申請したプロジェクトが１年以上の場合は、Priority Meetingにその全体計画を提出

し、プロジェクト終了までの予算が各省に確保される。1999年度予算額は4,300万パキ

スタン・ルピーであり、自己収入金額は毎年平均して、全体予算の約１割を占めてい

る。

④　職員

　現在の職員数は276名で、その給与基準は財務省が決定するNational Pay Scale (NPS)

に依る。それに基づきPITAC内部でBoard Pay Salaryと呼ばれる号俸表によりポジショ

ンごとの給料が決定されている。職員のリクルートについては上記号俸の高い者と低い

者では決定手続きが異なり、前者はGoverning Bodyが増員の可否を承認し、人選は所

長が決定し、後者については決定権限がすべて所長にある。職員の退職年齢は60才で、

退職金とともに退職時の給与の80％相当の年金が支給される。近年来、PITACの職員の

転職はほとんどなく、フェーズ１のカウンターパート（C/P）も定年退職した２名を除

き、全員が在職している。これは、現状の経済低迷の中で民間企業の雇用条件が不安定

であることに比して、上記年金制度等、公的機関の福利厚生面での有利性に理由がある

と思われる。

⑤　活動内容

　現在、主として中小企業を対象に、以下の３種類の活動を行っている。

・技術分野及びHRD (Human Resource Development)分野の研修事業

　HRDの内容は品質管理や生産性向上に関連するもので、技術分野及びHRDとも平

均１週間～10週間の期間で開催されている。

・技術相談及びアドバイス

　これに関しては２種類に分類され、技術と知識を求める企業に対し、APOとタイ

アップして外国人専門家を派遣するサービスと、PITAC自身による技術サービスがあ

る。後者にはPITACが実際に企業からの求めに応じて部品、工具や金型等の製作を行

う場合と情報及びアドバイス提供の２種類がある。

・セミナー及びシンポジウム

　セミナー及びシンポジウム形式での知識と情報の提供

⑥　PITACに対する他の国際機関等の協力内容

・フェーズ１の成果

　当時供与された機材も一部を除き、現在も使用され、よくメンテナンスがされてい
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る。また、移転された技術に関しては、C/Pも定年退職者以外すべて在籍し、組織内

部での知識の継承がよくなされている。

・他の機関との協力

　ILO/UNDPとの協力で1991年より、NSTC (National Supervisory Training

Course)の開設のためのプロジェクトが実施されたほか、APOや英連邦との協力も行

われている。

(5) 要請案件の内容及び協力期間

　本件が新規案件として採択された場合、次期調査においては、予算面及び専門家のリクルー

トの可能性、及びパキスタン側の受容能力等の観点からさらに精査する必要があるとの条件の

もとで、パキスタン側と協議した結果は次のとおりである。

１）協力内容

　今次調査では、本件要請に対する協力の妥当性が確認された場合、仮に新規協力を実施す

る際の協力内容につき、次のとおり、パキスタン側の考え方を整理した。技術移転分野とし

て当初要請されていた４分野（上記１の(1)～(4)）に対し、プラスチック金型技術分野に特

化させたいとのパキスタン側の意向もあり、協議の結果、以下の分野をとりあえずの技術移

転分野の柱とすることとした。

ａ）対象となる技術移転分野

①　プラスチック金型の設計技術

②　プラスチック金型の加工技術

③　プラスチック金型の組立、射出成形機による試作

ｂ）ターゲットグループ

　技術移転の直接の対象はPITACの職員であるが、プロジェクトの進度に伴って中小の金

型製造企業をターゲットグループに組み入れて、技術の普及をめざす。

２）投入内容

　先方からは長期及び短期専門家の派遣、研修員受入、機材供与の３つの投入について要望

があり、我が方からは、原則として専門家派遣による技術移転が主体であり、研修員受入と

機材供与はこれを補完するものであることを説明し、ミニッツに記載した。特に機材に関し

ては、その維持管理費はパキスタン側の負担であり、必要機材については、現地での機材調

達や、現地でのメンテナンス契約の可否を検討することが重要であることを確認した。

３）協力期間

　協力期間は上記の技術移転項目に関する協議も踏まえ、とりあえず３～４年とし、ミニッ

ツに記載したが、これについても次期調査の際に再度協議する必要がある。
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(6) 協力の妥当性

　「フェーズ１」において、我が国は機械加工分野を中心とした技術移転を実施したが、今次

調査において、その協力の成果について、経験の蓄積、機材の良好な維持管理のもと、同分野

の研修を含む様々な技術サービスが実施されているなど、現在も維持・発展されていることが

改めて確認された。

　他方、今回の調査で、パキスタンの国家政策の中で、民間部門の振興、特に中小企業振興及

び工業分野開発に重点が置かれ、自動車、家電ひいては、電子部品関連産業等のエンジニアリ

ング分野に重点が置かれており、部品の品質向上の基盤となる金型技術向上の位置づけが、パ

キスタンの政策上も重要であることが明らかになった。

　したがって、フェーズ１の成果を生かして、さらに民間ニーズに対応したいとするPITAC

の意気込みとパキスタン政策との整合性の観点からも、プラスチック金型成形技術を中心とす

る新規協力は十分な妥当性を有すると判断される。
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

日本のODAの現状説明を
行うとともに、必要に応じ

意見交換を行う。

左記について説明するとと

もにPDM、評価５項目に関
する説明を行う。

・現行の「第９次５か年計

画」、「パキスタン2010」

等の国家開発計画・その

他の開発政策等の内容を

確認する。またそれらと

金属加工分野の開発との

整合性を調査する。な

お、エンジニアリング部

門・分野の定義を確認す

る。

・左記について説明し、理

解を得た。

・左記について工業産業

省、PITACとのKick Off
ミーティングにおいて説

明するとともに PITAC
における協議でも累次の

説明を行い、理解を得

た。

・パキスタンの長期ビジョ

ンである「パキスタン

2010（1999年度～2010年

度）」プログラムにおい

て、特に重要な開発５分

野の中の「生産分野（工

業及び農業セクター）」

及び「輸出関連分野」の

中で今回の要請分野であ

るプラスチック産業を含

む中小企業（サポーティ

ングインダストリー）振

興を位置づけていること

を確認した。

Ⅰ　ODA全般
１．日本におけ

　るODAを取
　り巻く最近の

　情勢、予算の

　動向

２．プロジェク

　ト方式技術協

　力の現行スキ

　ームの説明

Ⅱ　パキスタン

　における金属

　加工分野の状

　況

１．国家開発計

　画、対象セク

　ター開発政策

　等との整合性

第３　調査・協議結果

・PITACによれば、現行の「第９次５
か年計画」（1999年度～2003 年度）

の主要目標（重点課題）は次のとお

りとなっている。

(1) 産業センターのGDPに占める
割合を18％から20％に増やす。

(2) 標準化と品質管理を通じた輸出

指向型産業化

(3) 優位性のある産業構造の確立

(4) 技術・管理ノウハウを得るため

の外国企業の投資の促進

(5) 高付加価値のある近代的セン

ターへの移行

(6) 弱体分野の再生

(7) 技術に重点を置く政策の採用
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

・特に金属・プラスチック

セクター（樹脂加工）の

現状を確認するととも

に、その低迷の要因等を

調査する。

・中短期計画である「第９

次５か年計画（1999年度

～2003 年度）」において

はGDPの18％、雇用の
11％を占める製造分野を

外貨獲得の重要分野であ

ると位置づけ、投資政策

で優先されているエンジ

ニアリング、化学、電気

といった高付加価値、輸

出指向かつハイテク産業

の促進を戦略の１つとし

て打ち出していることを

確認した。

・1997年２月に政府のもと

に設置されたエンジニア

リング開発委員会によれ

ばパキスタンのエンジニ

アリング産業の輸出割合

はパキスタンの全輸出の

１％以下であり、国内需

要に占める国内生産の割

合は25％であること、そ

の低迷原因は新技術を導

入するための資本不足等

であるとされ、同分野の

成長のためには、活用で

きる資源の最大活用とと

もに付加価値の高い分野

の輸入代替、競争力のあ

る分野の輸出振興が必要

だとされている。

２．金属・プラス

　チックセクタ

　ー（樹脂加工）

　の現状

・これによると金属加工分野について

は、現行の「第９次５か年計画」

（1999年度～2003年度）の中で直接

的な記載はないが、右計画に置いて

重点課題として「エンジニアリング

部門の促進」及び「サポーティング

インダストリーの開発」があげられ

ており、製造業全体で年9.8％の成

長が目標とされている。同様に

PITACによれば、「第９次５か年計
画」及び「パキスタン2010」の中で

ラホールにおける中小企業振興の重

点セクターとして、皮革、繊維、電

子部品、ソフトウェア、化学、自動

車部品があげられている。

・金属・プラスチックセクター（樹脂

加工）を含むエンジニアリング分野

は低迷しており、特に地方企業の生

産性はかなり低い。同分野の輸入製

品はパキスタンにおける輸入総額の

38％の970億パキスタン・ルピーを

占め、国産品は国内需要の25％を満

たすに過ぎない。
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

・最新の情報を入手する。 ・資料の形では入手できな

かったが、PITACによれ
ばパキスタンにおいてプ

ラスチック製品製造業に

従事している企業は約

4,500 社、このうち組立

産業に部品を提供してい

る下請企業は約450 社で

ある。またプラスチック

金型製造業者は約 2 5 社

である。

・プラスチック協会の加盟

企業数は132社（ただし

パンジャブ州のみ）、自

動車部品協会の加盟者数

は188社（全国）である。

(1) 企業数と従

　業員数

・1988年の国勢調査によると、パキス

タン全体とラホールにおいては以下

のとおり。

Enterprise producing basic materials
企　業　数 従 業 員 数

パキスタン ラホール パキスタン ラホール

1,878 520 47,148 11,958

Enterprise manufacturing fabricated metal products

企　業　数 従 業 員 数

パキスタン ラホール パキスタン ラホール

35,257 7,166 231,146 66,650
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

・現状を確認するととも

に、鋳造、鋳型製作等各

業種が目標とするレベル

（必要とされるレベル）、

成長を阻害している要因

等を調査する。

・今回の調査では視察対象

を主としてプラスチック

成形工場に絞った。視察

したプラスチック成形工

場は比較的規模が大き

く、内製の金型部門を有

しているところがほとん

どである。しかし、工作

機械は中国か台湾製のも

のが多く加工精度に問題

があった。金型製造につ

い て は 、 手 書 き か

AUTOCADでの設計で
あるがどの工場もオリジ

ナル設計はできず、客先

からのサンプルを基に設

計するか既存のデザイン

のモデルチェンジが多

い。金型設計技術として

は未熟と判断される。ま

た町工場レベルのところ

では旧式の金型工作機械

設備を使用しているが、

独自の改造を加え精度を

出したり、難しい部品を

製作する等の工夫をして

いるところが多く、新技

術に対する知識欲は旺盛

である。一方、ある医療

用のプラスチック製品企

業は徹底した生産管理と

衛生管理体制を敷いてお

り、技術レベルも先進国

に劣らないものであっ

た。

・「エンジニアリング開発委員会」の

調査によると下記のとおり。

　（注）数字が大きいほどレベルは上。

（最上位レベルは不明）

(2) 各業種別・

　工程別の技術

　レベルの現状
業種及び

工程等
レベル

レベルを示す

具　体　例

鋳　造 ３
小型炉での製作、手動鋳

型、鋳鉄

ダイカスト ５ 半自動鋳造、手動仕上げ

成形及び

プレス加工
３ プレス型

品質保証 ３ サンプル方式

在庫管理 ４
伝統的な在庫管理システ

ム

Industrial
Engineering

３

研究開発能力 ２
限定された分野での研修

開発

製品設計 ３
顧客によって持ち込まれ

たもののコピー製作

材料選定 ４ 数種類の材料選定スキル

Value
Engineering
(VE)

１ 経験なし



調査・協議項目

－16－

現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

・上記企業数の個所で述べ

たとおり、プラスチック

製造業に従事している約

4,500 社のうち、特に自

動車産業についてはその

生産のほぼ100％が国内

需要向けである。パキス

タン政府は自動車部品の

国産化率の向上を目標と

しているが、現在、自動

車部品を製造する金型に

ついては品質上の問題か

らほとんど日本及び台湾

から輸入されている。

・カラチの「パク・スイス

訓練センター」は1965年

スイスの協力で設立され

た職業訓練センターで、

1981年金型設計と加工部

門が完成した。ここでは

中学卒業及び同程度の者

に対して実技を含む４年

間の訓練プログラムコー

スを開講している。

・ラホールにあるMIRDC
( M e t a l  I n d u s t r i a l
Research Development
Center ) は 1 9 8 2 年に
PITAC から分離した金
属分野の試験・検査機関

であるが、UNIDOの協
力で鋳造関連の設備等を

整備している。

・ラホール工科大学では一

般向けの研修コースは開

催していない。PITACと
の関係では、卒業生200

名のうち、約１割の優秀

な学生が６～７回／年、

各１～２週間、卒業製作

で金型を試作するための

技術指導を PITACで受
けている。

・日本の無償資金協力が以下のとおり

行われている。

(1) ラホール工科大学教育機材整備

（1997年度）

（供与機材：CNCフライス盤、
CNC旋盤等）
ラホール工科大学では専門家を招

いて民間企業の技術者に対し、講

習会を開催したり企業に対するコ

ンサルティング及び試験・検査

サービスを行っている。

(2) 工業技術院ラホール研究所

（PCSIR）機材整備（1990年度）
（供与機材：マッフル炉等）

・プラスチックセクター

の現状についての情報

を入手する。

・左記の現状を確認し、特

にラホール工科大学で

行われている講習会、コ

ンサルティング等と

ターゲットグループ・活

動内容等を調査する。そ

の他の同様の研究機関

等の所在の有無を確認

するとともに、上記を含

めてPITACとのデマケ
について確認する。

(3) プラスチッ

　クセクター

　（樹脂加工）の

　現状

３．金属加工分

　野の技術開発

　・人材育成に

　おける各ドナ

　ーの協力内容



調査・協議項目

－17－

現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

・PCSIR は科学技術評議
会傘下の工業分野におけ

る試験・研究機関である

が、PITACがPCSIRに
品質管理と材料加工に関

するアドバイスを求めた

り、PCSIRが金型製作や
熱処理を依頼するなど相

互に協力している。

・中小企業振興政策につい

ては「第９次５か年計

画」で特定産業に関して

地域を特定し、クラス

ターとして重点開発対象

としている。特にサポー

ティングインダストリー

に焦点をあてており、中

小企業支援政策としてイ

ンフラの整備、技術サー

ビス、訓練センターの設

立また中小企業への投資

を活性化するなど様々な

政策が採られている。

・SMEDAは中小企業振興
政策の最高決定機関であ

り、中小企業支援サービ

スの提供・促進機関であ

る。SMEDAでは振興政
策における優先セクター

の特定と個々のセクター

の包括的な戦略策定を

行っており、PITACはそ
の実施機関として中小企

業向けの研修コース等を

開催している。

・「第９次５か年計画」において以下

のとおり述べられている。

・中小企業育成を目的とするサポート

センターが設立される予定であり、

そこでは起業家向けのアドバイザ

リーサービスも行われる。

・州及び連邦レベルでも起業家支援の

ためのセンターが設立される予定で

ある。

・また、パキスタンの中小企業育成の

ための中心となる組織として

SMEDA (Small  and Medium
Enterprise Development Authori-
ty)があり、政府と産業界出身の12
人のメンバーから構成されている。

PITACは中小企業向け技術支援、訓
練、相談、コンサルティングの分野

で SMEDAを支援するとされる。

・左記を確認するととも

に、対象セクターにおけ

る中小企業振興政策等に

ついて調査する。

・SMEDAの所轄機関（政
府との関係）組織、活動

内容、PITACとの関係な
どを調査する。

Ⅲ　パキスタン

　における中小

　企業の現状

１．中小企業に

　対する国家開

　発計画・対象

　セクター開発

　政策等



調査・協議項目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

・分類基準については左記

のとおりであることを確

認した。SMEDA資料に
よると、中小企業は雇用

者数の８割を占めるとさ

れ、年8.4％で成長して

いる。

・左記を確認し、最新の組

織図を入手し、ミニッツ

に記載した。（Annex3、
4）

・予算には２種類あり、通

常予算とプロジェクト

（開発）予算に分類され

る。通常予算はPITACに
おける人件費、ユーティ

リティ等の恒常的支出を

含み、自己収入金額もこ

れに組み入れられる。プ

ロジェクト予算はある特

定のプロジェクトが開始

される時に申請され、毎

年１回大蔵大臣により開

催される会議で各省ごと

に分配される。このプロ

ジェクトが多年度にわた

る場合には申請時に協力

期間の予算を申請し、こ

の期間分の経費が認めら

れる。最近５か年の予算

及び実績に関しては、ミ

ニッツに記載した。

（Annex5）

・左記を確認する。また左

記の分類基準に従い、工

業分野及び金属加工にお

けるサブセクターごとの

企業数及び従業員数（パ

キスタン・ラホール別）

等を調査する。

・工業産業省、PITAC及び
その他 PITACに関連す
る機関の組織、業務内容

等を調査し、最新の組織

図を入手する。

・予算要求手続、流用規制

等について調査する。ま

た、最近５か年の予算及

び実績（収入（その内訳

も含め）、支出）を調査す

る。

・分類基準は以下のとおりである。

・パキスタン工業技術指導センター

（PITAC: Pakistan Industrial
Technical Assistance Center）は工
業産業省傘下の機関である。また

PITACは国家生産性機構（NPO:
National Productivity Organi-
zation）として産業界、教育機関、労
働省、科学技術省、計画委員会との

間に強い連帯関係があるとされる。

・PITACの予算は工業産業省を通じ
て連邦政府に要求される。（パキス

タンの会計年度は７月～翌６月）

19 9 7 年度の予算配分は4, 3 2 0 万

4,000Rp（約１億800 万円）、（１Rp

＝約2.5円）となっている。そのう

ちPITACによる自己収入は以下の
とおりである。

２．中小企業の

　分類基準

Ⅳ　PITACの
　現状

１．関係する省

　庁、他の機関

　及び実施機関

　の組織の調査

２．PITACと工
　業産業省の関

　係（PITACの
　裁量権の範囲）

(1) 予算

企業形態 従業員数 固 定 資 産

小企業  25 人以下  200 万ルピア以下

中企業 100 人以下 7000 万ルピア以下

活　動　内　容 (百万円) 1993 1994 1995 1996 1997

<研修コース> 金 額 3 2 3 5 4

<技術相談・コンサルティング> 金 額 0.2 0.3 0.2 0.2 0.1

<セミナー> 金 額 0.5 0.5 0.3 0.5 0.1

<金型製造及びサービス> 金 額 7 5 7 - -

<その他> 金 額 0.1 0.1 0.2 6 6



調査・協議項目

－19－

現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

・職員のリクルートは等級

号俸の違いにより手続が

異なる。号俸の高い者に

ついては後述「Govern-
ing Body」が増員を承
認、所長が人選を行う。

それ以外の者はすべて所

長に決定権がある。

・現在 PITACは左記のと
おりの体制であるが、事

業部門の人員構成は次の

とおりであることを確認

した。（Annex4）
エンジニア

（大卒以上）：18 名

設計技師：４名

テクニシャン

（高専ポリテクニック

卒以上）：59名

ワーカー

（職訓校卒）：102名

その他：21名

・また、PITACは退職後の
年金制度が民間企業に比

較して充実しており、転

職率は低い。逆に民間企

業からの転職組が多いこ

とも判明した。

・「Governing Body」は工
業産業省の副次官を議長

とし、連邦及び州政府、

連邦商工会議所代表

（Federation of Pakistan
Chambers of Commerce
and Industries: FPCCI）
等1 2 名からなる委員会

でPITACの活動方針、予
算を決定している。

(2) 人事

３．PITACの
　現状

(1) 組織及び職

　員数

・政府の方針により、最近の数年間は

職員の増員は抑制されていた。

・センターはラホールにあり、カラ

チ、ペシャワールの地域事務所を含

め各部門の配置人数は以下のとお

り。

・PITACの組織は「Governing Body」
と「Executive Committee」を中心
に構成されている。前者は、連邦及

び州の政府、商工会議所からメン

バーが選出され、PITACの活動方針
を決定し、後者はPITACセンター
長、工業産業省、ラホール商工会議

所及び「FPCCI」（正式名称不明）出
身の５人のメンバーで構成され、前

者の方針に基づきPITACの日常の
活動をとりしきっている。

・左記を確認し、現状、増

員要求、職員のリクルー

ト等について調査する。

・左記を確認し、PITACの
最新組織図とともに職員

の専門性（エンジニア、

テクニシャン別）、階層

別分布、異動状況、平均

給与、勤続年数、転職率

等を調査する。

また PITACの職員研修
制度、転職防止策等あれ

ば調査する。

・左記の現状を確認する。

部　　門 職員数(人)

General Manager(所長) 1

Senior Manager(副所長) 1

Industrial Engineering Division 11

Design Div. 10

Machine Tool Shop & NC Div. 86

Foundry & Pattern Making Div. 19

Heat Treatment, Welding, Sheet Metal
& Protective Coatings Div.

15

Low Cost Automation Div. 5

Stores 11

Personnel & Administration
Department

46

Accounts Department 13

Audit Section 4

Maintenance Shop 22

Entrepreneurship & Human Resource
Development Div.

6

Coordination Section 10

Regional Liaison Office Karachi 8

Regional Liaison Office Peshawar 3

その他 5

合　　計 276





調査・協議項目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

・フェーズ１及びアフター

ケア協力で日本から供与

した機材については、年

数を経ているにもかかわ

らず、CNC自動旋盤と
NC倣いフライス盤の２
台を除きすべてよくメン

テナンスされ、現在も稼

働している。

・左記を確認し、ミニッツ

に記載した。（Annex7）

・左記を確認したが、名称

については今後プロジェ

クトの内容を協議してい

く中で変更の可能性もあ

る得ることを確認した。

・左記の現状を確認し、そ

の購入時期、購入（供与）

者、利用状況、メンテナ

ンス保管状況、その他購

入予定機材等を調査する

とともにフェーズ１の対

象分野の現状確認を行

う。

・左記の詳細を確認し、他

の協力があればそれにつ

いて協力内容、規模、協

力期間、ターゲットグ

ループ、供与機材等を調

査する。

・左記名称につき確認す

る。

(3) フェーズ１

　及びアフター

　ケアによる供

　与機材を含め

　た施設、機材

　の現状

(4) PITACに対
　する他の外国

　政府機関及び

　国際機関によ

　る協力内容

Ⅴ（要請)プロジ

　ェクトの内容

１．案件名称

・フェーズ１及びアフターケア協力で

日本から供与した機材をはじめと

し、研修コース、技術サービス等の

ために多種の機材が設置されてい

る。

(1) CAD/CAMセンター
　英連邦の援助による CAD/CAM
センター設立のための調査が専門家

により行われている。

(2) LCA (Low Cost Automation)ラボ
　LCAラボがUNIDOの協力で設立
され、トレーニング機材がFESTO
（独）により整備された。ここでは講

義やセミナーが行われている。

(3) アジア生産性機構（APO: Asian
Productivity Organization）プログ
ラム

　A P O の窓口機関として様々な
APOプログラム（トレーニングコー
ス、セミナー、シンポジウム、技術

専門家によるサービス等）に参加し

ている。

Balancing and Modernization of
Workshop Facilities at PITAC Lahore



調査・協議項目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

・左記の内容を確認し、協

議した結果、要請分野は

プラスチック金型技術分

野に特化したいとのパキ

スタン側の意向もあり、

対象となる技術移転分野

は以下のとおり絞り込む

こととした。

１　プラスチック金型の設

計技術

２　プラスチック金型の加

工技術

３　プラスチック金型の組

立、射出成形機による試

作

・技術移転の直接の対象は

PITACの職員であるが、
プロジェクトの進展に伴

なって中小の金型製造企

業をターゲットグループ

とする。また、それら中

小企業の PITACに対す
る技術サービスの要望に

ついてはミニッツに記載

した。（Annex9）

・統括責任者「Project Di-
rector」はPITAC所長と
することを確認した。

・実施責任者「Project Ma-
nager」は副所長とする
ことを確認した。

・左記の内容を確認し、要

請理由並びに要請分野間

の関連性、優先順位、要

すればフェーズ１との関

連性等、日本側に求める

技術移転の方法と内容を

確認する。

・ターゲットグループ、そ

の現状、ニーズ、及び左

記分野における PITAC
の技術的課題、本プロ

ジェクトによってPITAC
が強化したいとする技術

サービスの内容等につい

て確認する。またPITAC
の産業界のニーズ把握の

方法を確認する。

・左記について、位置づけ

及び役割を踏まえたうえ

で、具体的な責任者名に

ついて確認する。

２．要請内容と

　ニーズ

(1) 技術移転の

　対象となる分

　野と内容

(2) 要請の背景

　とターゲット

　グループ

３．実施体制

(1) 総括責任者

(2) 実施責任者

・以下の４分野が要請されている。

(1) コンピュータ化された総合金型

製作システム

(2) 射出成形機

(3) 熱処理関連機材

(4) 管理技術及びLCA

・質問状回答によれば、金属加工及び

金型製作に関連する中小企業の技術

レベルの向上に資するためとしてい

る。

・不明

・不明



調査・協議項目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

・左記を説明しミニッツに

記載した。　

・パキスタン側からは 1 2

名のC/P候補者があげら
れ、ミニッツに記載し

た。（Annex8）
また、日本側からプロ

ジェクト開始前に各C/P
が PITACの業務とプロ
ジェクトを両立できるよ

うそれぞれに割く時間等

につきルール化すべきだ

とコメントをした。C/P
についても特に金型設計

分野はCADに関する知
識が欠かせないこと、し

たがってそれに適した人

材をあてるよう努力すべ

きであること、またコン

ピュータ化に伴う電気関

係の維持管理担当者の配

置が必要であることを提

起し、ミニッツに記載し

た。

・左記を説明し、特に機材

の更新を含む維持管理費

の重要性を特記し、ミ

ニッツに記載した。

・左記の内容を調査し、要

請の目的、利用方法及び

技術移転の要請分野との

関係及び必要性を調査す

る。また、専門家派遣、研

修員受入れの必要性及び

要請内容を調査する。プ

ロジェクト方式技術協力

は長期専門家による技術

移転が主軸であり、短期

専門家、研修員受入れで

補完するとともに、機材

は技術移転のためのツー

ルとしての位置づけであ

ることをパキスタン側に

説明する。

・各C/Pの経歴や学歴、担
当分野のデマケ等を調査

する。各人の担当業務の

状況、機材の稼働、維持

管理状況等の把握により

およその技術レベルを把

握する。

・パキスタン側による必要

な予算措置について確認

するとともに、確保の見

通しにつき調査する。

４．日本側投入

５．パキスタン

　側投入

(1) C/Pの配置

(2) 予算措置

・要請書及び質問状回答では機材の投

入のみが記載されており、C A D /
CAMをはじめとするプラスチック
金型製作に必要な機材の他、熱処理

関連機材、プレス金型関連機材等が

要請されている。

・C/Pとして18名が配置される予定で
ある



調査・協議項目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

・実施サイトを確認する。

・PITAC が要請分野にお
いて保有する機材のリス

ト（稼働、維持管理状況

を含む）を確認する。

・上記Ⅰ～Ⅳの調査を行っ

たうえ、特に以下の観点

から、プロジェクト方式

技術協力案件としての妥

当性を検討する。

１　要請分野に関連する国

家開発計画等との整合性

２　要請分野に関する中小

企業のニーズの有無と内

容

３　PITACの人的、技術
的、予算的実施体制及び

能力

・左記を確認し、プロジェ

クトサイト予定地の略図

をミニッツに記載した。

（Annex10）
またパキスタン側に、現

存機材をプロジェクトで

利用する場合、適切な配

置になるよう機材の移

動、サイトの広さ等の検

討が重要であることを特

記した。なお上記の増床

工事経費については1999

年度の開発予算として要

求する予定だとしてい

る。

・左記を確認した。（技術

団員レポート参照）

・左記を確認し、以下の結

論を得た。

１　パキスタンの国家政策

の中で民間部門の振興、

特に中小企業振興及び工

業分野開発は重点が置か

れており、重点分野のう

ち、自動車、家電、電子

部品関連産業等のエンジ

ニアリング部門の各製品

の品質向上をめざすには

プラスチック部品の品質

向上及びその金型技術の

向上が不可欠であり、プ

ロジェクトの技術移転分

野は国家開発計画等に即

しているといえる。

・PITAC工場内の4131 平方フィート
が割りあてたられる予定である。

(3) 施設・設備

(4) 機材

Ⅵ　プロジェク

　ト方式技術協

　力案件として

　の妥当性
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

２　PITACはプラスチッ
ク金型に関しても民間企

業が製作できない金型及

び部品の設計・加工等を

請け負ってきている。本

調査における周辺企業視

察でも、当該分野に関す

る体系的な技術指導を

PITACに望む声は多く、
同分野に対するニーズは

十分あると判断した。

３　PITACはフェーズ１
の成果を着実にパキスタ

ンの中小企業に対する技

術支援として、各種の研

修コースや技術指導を通

じて生かしており、地域

において技術的な核と

なっている。組織的にも

工業産業省の傘下とはい

え、独立的な機関として

自立的に事業展開を図っ

ている。また設立当初よ

り国家生産性センターと

して生産性向上、品質管

理にも力を注いでいるの

で、コスト意識もあり、

製造以外の側面（機材の

メンテナンスの重要性

等）にも深い理解を示し

ているなど実施機関とし

て適切な能力を備えてい

ると判断した。
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調 査・協 議 結 果

Ⅶ　その他

１．ミニッツ

２．今後のスケ

　ジュール

３．専門家の生

　活環境

・プロジェクト方式技術協力の妥当性

が認められる場合には1999 年度予

算で事前、短期調査、実施協議調査

を実施する予定となっている。

・上記の結果、プロジェク

ト方式技術協力で対応す

ることが妥当と判断され

る場合には、検討する。

また、協力の内容と範囲

につき、妥当でないと判

断 さ れ る 場 合 に は 、

フェーズ１プロジェクト

のアフターケア協力等、

他スキームによる対応の

妥当性についても検討す

る。

・上記Ⅰ～Ⅳの調査事項に

ついて必要に応じミニッ

ツに記載し、それを踏ま

え、可能な範囲でⅤの検

討結果につきミニッツに

記載する。

・上記の検討結果に基づ

き、可能な範囲でミニッ

ツに記載する。

・専門家の生活環境、治安

状況について確認する。

・上記より、プラスチック

金型製作技術を中心とす

るプロジェクト方式技術

協力を PITACに対して
行うことは十分な妥当性

があると判断した。

・左記のとおり、ミニッツ

に記載した。

・左記のとおり、ミニッツ

に記載した。

・今回は時間の制約があっ

たため、詳細な調査はで

きなかったが、ラホール

市内に特段の治安上の問

題は認められなかった。

なお、今後、情報収集を

継続していく必要があ

る。また、生活環境とし

て、一般に飲酒はできな

いが、現状では１人当た

り年間300 ドルの範囲で

のアルコール飲料の輸入

が可能であることを確認

した。
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第４　協力対象分野の現状と問題点

４－１　パキスタンの国家開発計画及び長期計画の現状

(1) 中長期ビジョン「パキスタン2010」

１）パキスタン政府（事務局：計画開発省）は、1997年、建国50周年を迎えるにあたり、2010

年までの今後12年間のビジョンを策定した。このビジョンは、国際的な情勢の変化や産業の

現状をある程度的確にとらえ、かつ極めてチャレンジ精神にあふれたものとなっている。こ

のビジョンの目標は、「Knowledge led, tolerant, just, enterprising & prosperous

PAKISTAN」という言葉に象徴されており、その意味するところは、次のとおりである。

　Pakistan 2010 will achieve a well-functioning socio-political economic dynamo that

will provide income equity, technological sophistication, and export-led growth through

enhanced global linkages, effective private sector involvement, good governance,

sustainable development and social justice based on universal principles of Islam.

２）このビジョンの理念は、公正（justice）、寛容（tolerance）、知識（knowledge）、企

業家精神（entrepreneurship）、そして繁栄（prosperity）であり、それらを支えるものと

して、統治（governance）の再興の重要性を謳っている。

３）実現すべき目標として、統治の確保、対資本収入の倍増、経済的機会への均等なアクセス

の確保、質の高い社会的サービスを掲げている。そして、これらの目標を達成するために、

開発の考え方をキャッチアップから創造（making things work）への切り替えている。

　さらに、目標達成のために必要な条件として、次の６点を指摘している。

ａ）健全な統治システム

ｂ）教育と研究における投資

ｃ）貯蓄、投資、輸出の文化

ｄ）国際的な機会の活用能力

ｅ）責任ある経済・財政組織

ｆ）政府、民間、市民のパートナーシップ

４）続いて、このビジョンの戦略化を行っているが、生産セクター、輸出、科学技術、社会的

サービス、統治の５分野を戦略ポイントと定め、別紙のとおり、GDPにおける工業のシェ

アを22％にまで上げるなどの2010年までの具体的な中期目標を定めている。加えて、小さな

政府の達成等を内容とするさらに長期のビジョンもつくっている。

　また、この具体的中期目標を達成するためのアプローチとして、まずは以下の６つのス

テップが必要である旨を明確にしている。

ａ）不信からパートナーシップへ
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ｂ）ものベースの生産から知識ベースの生産へ

ｃ）保護から競争へ

ｄ）消費から投資へ

ｅ）政府主導から消費者指向のサービスへ

ｆ）不正と不寛容から社会的公正へ

５）上記の５分野の戦略ポイントについては、それをビジョンから現実に移行させるために、

個々の分野ごとの戦略を策定している。

　特に生産セクター（さらに中でも製造業）は、このビジョンの中で、高い経済成長を達成

するために最も重要な分野として位置づけられており、この分野の成長のための戦略を策定

するにあたっては、国際的な産業のトレンドを次の６点に集約してとらえて、戦略の背景と

して踏まえている。

ａ）新しいグローバルな貿易（WTOなど）

ｂ）知的産業へのシフト

ｃ）国際的な資金の流れの変化（ODAの縮小、民間における国際投資）

ｄ）レベルの高い国際市場（消費者の要求の高品質化、環境への関心等）

ｅ）新しい産業成長パターン（マスプロからネットワークへ）

ｆ）商品ライフサイクルの短期化

６）生産分野の定量的目標としては、全産業平均年９％の成長を達成することにより、GDP

における産業分野の割合を17％から22％に上げるとともに、産業分野の雇用の割合を19％か

ら26％に上げることにある。また、焦点は、輸出主導の産業化、特に技術ベースの産業にお

かれている。

７）この目標を達成するためには、政府、民間、市民が各々の役割を果たしつつ、パートナー

シップをつくっていくことが重要であることから、首相を議長とし、議会、メディア、非営

利団体、労働組合等からなる「パキスタンビジネス会議」を設立することとなっている。

　この戦略は、民間主導の考え方に立脚しており、政府の役割は投資環境の整備（通信イン

フラの整備、健全かつ信用ある金融システム、簡潔かつ透明な規制システムや税制などを含

む）と市民の権利の保護として、明確化している。なお、中小企業に関しては、政府が振興

プログラムを実施することとなっている。

(2) 第９次５か年計画（1998-2003）

１）パキスタン政府では、首相が議長を務める首相直轄機関である計画会議（Planning

commission）が、1998年からの第９次５か年計画を策定している。

　この中で、GDPの18％、雇用の11％を占める製造分野（manufacturing）を外貨を稼ぎう
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る重要分野と位置づけている。（以下「第９次計画」とは、製造分野のものに限るものとす

る）。

２）第９次計画は、第８次計画と異なり、グローバル化等の状況を踏まえた輸出指向の極めて

野心的なものであり、次の４つのチャレンジをしようとしている。

　第１に、大きな輸出潜在力を有する産業を振興する。こうした産業は、従来型の素材産業

よりもソフトウェア等の知識産業に見られる。第２に、EU、ASEAN等に見られる昨今の

急速な地域ブロック化に対応して、APECや中西アジアとの関係を考慮することとしてい

る。第３に、MFAやWTOの合意などにより国際市場が拡大する中で、高付加価値化、品質

管理が必要であり、ISO9000の認証取得促進を目標としている。第４に、環境にやさしい産

業の実現である。

３）第９次計画は、地域産業の効率性及び国際競争力の拡大をねらって、大きく次の７つを目

標としている。

ａ）製造セクターのGDPに占める割合を18％から21％に向上

ｂ）高付加価値化、標準化、品質管理を通した輸出指向型産業化

ｃ）効率的産業構造の達成

ｄ）技術、技能、管理ノウハウの獲得及び外国市場へのアクセスのための外国企業の投資の

誘引

ｅ）伝統的産業から、高付加価値の非伝統的産業への移行

ｆ）低迷分野の復興

ｇ）環境にやさしい技術の採用

４）第９次計画の戦略は、国民の向上心と能力を両立し得る野心的なものとなっている。主要

な戦略は次のとおりである。

ａ）1999年の投資政策で優先されているエンジニアリング、化学、電気といった、高付加価

値、輸出指向かつハイテク産業の促進

ｂ）輸出加工地域の開発による外国投資・技術移転の誘引

ｃ）より高い能力活用のための措置の導入

ｄ）Industrial Facilitation Boardの活性化

ｅ）重要産業、サポーティングインダストリー、インフラストラクチャー、人的資源開発へ

の部門別アプローチ

ｆ）公的措置による標準化、品質管理

ｇ）職業訓練、オンザジョブ・トレーニングによる人的資源開発

ｈ）WTO協定に関する専門知識の開発

５）具体的政策について、主要なものをあげると以下のとおり。
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ａ）投資政策において、製造分野は、次の４分野に優先順位が付与されており、関税等の優

遇措置がとられることとなっている。

①　高付加価値産業、輸出産業

　皮革、繊維、履物、外科用品、スポーツ用品、カーペット、エレクトロニクス、おも

ちゃ、冷凍濃縮シトラスジュース、シーフード、鉱業

②　ハイテク

　工程管理システム、粉末治金、合金・ステンレス製造、情報技術、太陽光技術・太陽

電池技術、宇宙、防衛、密封技術、石油精製、石油製品

③　優先的産業

・エンジニアリング

　プラント、機械器具、バルブ・ポンプ等、エレベーター・エスカレーター、機関

車、造船、タービン、継ぎ目の無い高圧ガスシリンダー、コンプレッサー

・化学品

　ゴム、化学繊維、塗装、殺虫剤、消化泡剤、石油化学製品（その加工成形品等も含

む）、クロロアルカリ、肥料、紙・パルプ

・その他

　光ファイバー通信機器、各種ごみの管理、光学品、Ｘ線・写真フィルム、医療診断

機、検査機

④　農業関連産業

　乳製品、フルーツ、野菜、花など

ｂ）研究開発については、産業基盤の拡大と品質管理・標準化の促進の鍵になるものと位置

づけており、技術指導等を通した支援を行うこととしている。

　低迷産業については、そのすべてを救うのではなく、技術力の健全な産業についての

み、特別に手を差しのべることとしている。また、国による工業地域の開発を行うことと

しており、中小企業向けの土地等も含まれている。

ｃ）中小企業については、特定産業を地域を特定してクラスターという形でとらえ、特にサ

ポーティングインダストリーに焦点をあてている。多くの場合中小企業が中心となるが、

今日の世界的市場の競争の中で、大企業も対象となってきている。いずれにせよ、クラス

ターごとの戦略を深めなければならないとしている。第９次計画においては、次のクラス

ターをあげている。

①　皮製品（カラチ、ラホールほか）

②　スポーツ用品（シアルコット）

③　外科用品、金物（シアルコットほか）
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④　うちわ（グラット）

⑤　衣料（カラチ、ラホール）

⑥　シーツ・室内装飾品（ムルタン）

⑦　電子製品（イスラマバード、ラホール、カラチ）

⑧　食品加工（サヒワルほか）

⑨　ソフトウェア（イスラマバード、ラホール、カラチ）

⑩　化学品（ラホール、カラチほか）

⑪　エンジニアリング（サイルコットほか）

⑫　自動車部品（カラチ、ラホールほか）

　なお、科学技術省は、これらの産業のうち、外科用品、エレクトロニクス、エンジニア

リング、シーツ・室内装飾品、うちわについてアクションプランを提案している。

(3) 中小企業施策

　パキスタンにおいても、中小企業は経済発展の重要な役割を担っている。個人の企業家精神

のはけ口としてだけでなく、経済におけるビジネスの多様さの確保に役立っている。また、小

規模企業は、労働集約的かつ効率的な資本ユーザーともいえる。パキスタンの中小企業は、年

8.4％で成長している。

　1984年の調査では、パキスタンの中小企業は、企業数の98％、雇用者数の54％、付加価値の

16％を占めている。特に、重要な分野としては、繊維、金属・エンジニアリング、木材・家具

等である。

　パキスタンでは、様々な中小企業支援施策がとられている。それらの中で特に重要なもの

は、インフラの整備、技術サービス・訓練センターの設立等である。また、様々な形で、金融

財施策が中小企業への投資を活性化するためにとられている。

　第９次計画期間中には、潜在能力を秘めた起業家にアドバイスをする産業支援センターが設

立されるとともに、すべての地方と連邦レベルで小規模起業家の訓練を行うための起業家開発

組織がつくられることになっている。

　パキスタンの中小企業の成長と発展のための機関としてSMEDA (Small and Medium

Enterprise Development Authority)がある。SMEDAの理事会は、４名の政府関係者及び８

名の民間人からなっており、議長は首相が指名した民間人である。

　SMEDAは積極的な中小企業支援を行っており、中小企業施策の最高決定機関、中小企業支

援サービスの提供・促進機関、政府内での中小企業の声の代表者などの役割を担っている。

　SMEDAは、優先セクターの特定と個々のセクターの包括的な戦略の策定を行っており、

PITACが技術面での支援や訓練、アドバイス、コンサルタント等の実施を行っている。
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　昨今の中小企業施策の特徴的なものとしては、先述のクラスターアプローチがあげられる。

(4) エンジニアリング産業・エレクトロニクス産業に関する委員会レポート

　パキスタン政府は、1997年２月、エンジニアリング産業とエレクトロニクス産業にかかる官

民15名からなる委員会を立ち上げ、同委員会は翌３月にレポートを発表している。

　同委員会のレポートによれば、韓国や台湾、マレイシアなど、強靭なエンジニアリング産業

が発展した国が経済成長を遂げたことに着目し、経済成長のエンジンあるいは全産業の母とし

て、強靭なエンジニアリング産業の発展が経済成長の鍵だと位置づけている。

　パキスタンのエンジニアリング産業の輸出は、全輸出の１％以下であり、インドが８％、韓

国や台湾、マレイシアが24～44％であるのに比べ、極めて少なくなっている。また、パキスタ

ンの貿易赤字は30億ドルに上がっているが、エンジニアリング分野の輸入は132億ドルであ

り、輸出の50％を食いつぶしていることになる。また、国内需要に占める国内生産の割合は25

％しかない。

　こうした状況にかんがみ、レポートでは、エンジニアリング産業の成長のために、活用でき

る資源を最大限活用すること、輸入の多い分野や付加価値の高い分野で輸入代替を進めるこ

と、競争力ある分野の輸出を伸ばすこと、技術の流入を伴う外国からの対内直接投資を最大化

することの必要性を謳っている。

　そのため、2003年までに、国内供給力の活用を現在の30％から75％に向上させること、輸出

を30億ドル増やすこと、国内需要に占める国内生産の割合を25％から60％に伸ばすことを目標

として、輸出振興、投資促進、技術・人的資源開発等を戦略的に行うことを提言している。

　なお、エンジニアリング分野の外延は必ずしも明らかでないが、輸出振興品目リストから推

察するところでは、エアコン、冷蔵庫、トラクター、テレビ、発電機、変圧器など、あらゆる

電気、電子、機械製品が対象となっている。

(5) PITACの政府への提案

　PITACは、４月３日付けをもって、National Productivity Councilの事務局となることが

承認されるなど、産業分野にとって極めて重要な役割を果たすようになっている。

　PITACは、今後PITACが実施すべき重要事項として、次の４つを政府に提案している。

１）PITACの近代化、収支均衡

２）CAD/CAMによる金型製作技術

３）LCA (Low Cost Automation)の高度化

４）PITACペシャワール支部プロジェクト
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４－２　国家開発計画等との整合性

(1) 要請プロジェクトは、当初その対象が明確でなかったが、調査団とPITACとの協議により、

プラスチック金型にかかる製造技術に収束した。

　当該分野については、上記４－１の国家計画等の中で、明確に位置づけられているわけでは

ない。

　しかし、当該分野は、あらゆる製造業を支える技術分野であり、特にエンジニアリング産業

を経済成長の牽引役としようとするパキスタン政府の考えを実現するためには、なくてはなら

ない技術である。

(2) 今回のプロジェクトは、具体的には、以下の点で３－１の国家計画等と整合している。

１）パキスタン2010との関係では、同ビジョンでは、今後の国際的な産業トレンドとして、知

的産業へのシフト、ネットワーク型産業の成長、商品サイクルの短期化等を指摘している

が、金型製造は３次元ソリッドモデル化といったCAD/CAM等の情報技術の急速な進展によ

り、知的産業化、ネットワーク産業化しており、また金型の開発期間の短縮がなければ商品

開発期間の短縮は不可能であり、商品サイクルの短期化にとって不可欠の技術である。

２）第９次５か年計画との関係では、1997年の投資政策で高い優先順位が付与されている４つ

の分野のうち、農業関連分野を除くいずれの分野においても、その成長を支える重要技術で

ある。

３）中小企業施策との関係では、まずサポーティングインダストリーの育成との考えに合致す

ること、クラスターアプローチにおいて掲げている電子部品、化学品、エンジニアリング、

自動車部品等の産業の成長を支える重要技術である。

４）特にエンジニアリング分野の各製品においては、まず必ずプラスチック部品が用いられて

おり、密接な関係がある。

　また、金型技術は機械加工分野全般に広がりを持つ横断的技術分野であり、プロジェクト

の対象として適切な分野と考えられる。

４－３　金属・樹脂加工分野及び関連分野の現状と問題点

(1) 金属加工業の現状と問題点

　PITAC所有の名簿によれば、1998年現在、パキスタン国内でのベンダー企業数は、527社と

なっている。業種は多岐にわたっているが、製品名がはっきりしていないものが多く、分野別

の明確な分類は難しい。
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(2) プラスチック金型・成形品の現状と問題点

　プラスチック協会（ただしパンジャブ州のみ）企業は132社、全国の自動車部品協会の加盟

は188社である。PITACの電話による聞き取り調査では、パキスタン全土のプラスチック製造

業は約4,500社で、そのうち金型を含むベンダー企業は約450社あるという。生産量に関しての

データはない。

　プラスチック金型企業は25社程度で、うち良好なプラスチック金型を製作できるメーカー

は、現在のところ４～８社程度であろう。

　PITACはプラスチック成形品のレベルを次の３段階に分けて考えているが、金型に関して

は必ずしも妥当であるとはいえない。

１）普通の玩具、植木鉢、洗濯かご等の雑貨品、即ち精度や品質を余り問題としない製品でプ

ラスチック金型はローカル企業製、一般に射出成形機は中国製などである。

２）台所用品、家庭用品でも少し高級なもの、自動車等であまり外観や強度を重視しない部品

になると、成形機は台湾、中国製ながら金型も輸入品を使用しているケース。

３）自動車、電化製品等の機能、強度、外観等を重視する部品で、成形機は先進国製を使用、

金型も台湾製より上のレベル（シンガポール、日本等）のものが使われる。

　パキスタンには、１）に相当するプラスチック成形メーカーが圧倒的に多い。ただ、金型に

関しては、１）、２）ともに日本製の中古金型をそのまま使用する成形企業もある。

　アセンブラーを含む企業10数社を廻った限り、金型製作に関し、工場規模、設備の違いは

あっても、現状で技術的な工夫をこらし、自社でできない部分は上手にPITACを活用してい

る。PITACもそれら企業にできるだけ応えており、中小企業に対して、分け隔てなく支援を

行っている。一方で、「PITACは納期が遅い、さらに高度な要求に応えられない、技術分野

の範囲が広すぎる」などの問題点はあるものの、国立の研究機関が、これほど民間企業と密な

連携を取っている国はアジアで例がない。

　企業訪問結果を〔付属資料８〕にまとめた。

(3) 金属加工と樹脂加工分野が関係する組立産業の現状

１）自動車

　年間生産台数は計６万台前後を推移、ここ３年は横這いが続いている。

　自動車メーカーは乗用車、バス、トラックとトラクターまで入れると、トヨタ、ホンダ、

日産、スズキ、いすず、VOLVO、NAYA DAURなど15社となる。

　部品の現地調達率が法的に定められている。

　1300cc以上の車種で、1998年は42％だったが、1999年は44％、2000年は46％と順次アップ

が予定され、問題となっている。
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２）自動二輪

　ホンダによると、ホンダだけで年間６万台を推移してきた。パキスタン全体で、核実験の

後、一時７万台と落ち込んだが、10万台前後が通常値である。

　メーカーはホンダ、ヤマハ、KMW（中国）、HIRO（韓国）、SOBARU（ローカル）の

５社。ホンダの場合、車種は70ccと125ccであるが、価格はそれぞれ16万円、18万円程度で

ある。国内向け仕様なので、部品の現地調達率は65～75％と高い。一方、金型は、まだ日本

や台湾に頼らざるを得ず、PIRACの金型技術向上を期待している。

　ホンダのベンダー企業だけでも180社ほどあるという。

３）テレビジョン（TV）

　カラーテレビ市場は年間50万台（1997年が50万台、1998年は42万台）と見ている。

　国内普及率はTV、白黒TVともに15％前後である。

　現在はGOLD STAR（韓国）、PHILIPSとOMRONの外資系が製造しているが、５月ご

ろからSONYもイスラマバード郊外において、ノックダウンで14インチと25インチのカラー

TVを製造の予定である。すべての部品は当面マレイシアから輸入される。

　組立はラホール大手のPAK ELEKTRON LTD (PEL)が行うことになり、テレビメーカー

は４社となる。いずれ部品の現地調達率が問題となるので、将来はキャビネットなどプラス

チック成形品がそのうち国産品に移行すると考えている。

　テレビの国内価格は白黒で１万円を切っており、カラー14インチで３万円弱（輸入品は少

し高い）、20インチで５万円台となっている。

４）洗濯機・冷蔵庫・エアコン等

　PEL、WAVES、DAWLANCE（以上冷蔵庫、冷凍庫、エアコン）、PARKFAN、

SUPERASIA、SOBBY、SINGER（洗濯機）、ROYALFAN、CLIMAX、MILLATCFC

（以上扇風機）、CANDY（ウォータークーラー、扇風機）等、白物家電メーカーはPITAC

が思い付くだけでも10社以上ある。

　洗濯機、冷蔵庫と扇風機は生活の必需品であり、普及率はテレビを上回っていると思われ

る。エアコンはおおよそ日本並みの価格である。因みに冷蔵庫は国産品で容量200ｌ級が４

万円程度、250ｌ級が６万円～７万円で販売されているが、ただしすべて２ドア式である。

　カーエアコンは、日系企業のSANDENとTHAL（トヨタ系列）があり、国内生産量は年

間１万個前後となっている。

５）電話機

　日本のNTTに相当するTIT（電話製造はTIP）の独占であるが、卓上電話機のデザインは単

純で、３次元の滑らかな曲面部が見られない。携帯電話は作られていない。
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６）積算電力計

　電力の普及により、さらに需要が伸びる傾向にあるのと、アルミダイカスト部品がプラス

チックに変わりつつあり、プラスチック射出成形及び金型技術が重要となる。

　現在の国内生産量は、最大手の積算電力計メーカーSEYED BHAAISのシェアと生産量か

ら割り出すと、年間170万個前後と想定され、相当量になる。

７）その他

　オーディオ、携帯電話機、OA機器等の製造メーカーは国内にはない。NECが代理店をイ

スラマバードにおいている程度である。

(4) 公的機関の現状

１）ラホール工科大学

　機械工学科卒業生200名のうち約１割の学生が、PITACで卒業研究として、６～７回、１

～２週間／年、金型製作実習を行っている。大学側としては、企業にはいっても実務経験が

あることが、企業にとっても有効であると理解し、毎年続けている。費用は国立機関である

ため無料となる。大学にも金型製作部門はあるが、ここでは、金型の基礎の基礎程度しか教

えていない。JICAの無償援助によるCNCフライスとCNC旋盤が現在カラチに到着し、近々

輸送されるが、これらはあくまで学生実習用ある。

２）MIRDC（金属工業研究センター）

　材料の加工、熱処理をPITACに依頼し、PITACからは材料分析を依頼している。

　この機関から９名ほどの職員がJICAの日本研修に参加した実績がある。JICAからの機材

供与はないが、UNIDOがほとんどの鋳造設備、分析機器、試験機器などを供与してきた。

３）PCSIR LABORATORIES COMPLEX

　道路を挟んでPITACとは目と鼻の先にあり、技術交流が深く、良く連携が取れている。

　金型の設計、加工、熱処理等をPITACに依頼している。PCSIRはPITACに対して、材料

の問題解決、品質に関する協力及びR&Dの進め方に関する研修を行っている。

　JICAが1992年、金属、ガラス、セラミック関係の無償プロジェクトで、高周波溶解炉、

走査電子顕微鏡、プラズマスペクトロメーター、顕微鏡等、検査・分析を中心とした機器を

納めた。MIRDC同様、外部からの試験・検査等の仕事が多い。総予算の15％が外部依頼分

となっている。
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第５　プロジェクト基本計画

５－１　所管官庁・実施機関の現状

　パキスタン工業技術指導センター（PITAC）の現状について調査した。

(1) 既協力プロジェクト（PITAC機械加工技術開発（フェーズ１））に対する評価

１）設備保全と利用状況

ａ）大型汎用旋盤

　汎用機の多いワークショップに設置され、汎用機加工の中でも精度を要する加工に使っ

ており、担当が決められ、メンテナンスも使用状態も良好である。

ｂ）CNC工作機等

　ワイヤーカット放電加工機、光学式プロファイルグラインダー、エレクトロフォーミン

グ、CNCフライス盤、放電加工機、加工プログラミング装置等は問題なく使われている。

実務研修コースも開設されている。ただし、CNC自動旋盤（日立精機）とNCならいフラ

イス盤は故障中である。ただし、各10年と15年も使用したうえで故障しており、日本では

考えられないほど、大切に使っている。

　メーカーに修理を依頼しても部品が手に入らないとのことであるが、15年以上経過した

機械であり、機材メーカーとしても対応が困難と判断される。

ｃ）QC・検査

　万能測定器、表面測定器、回転計、超音波探傷器、輪郭投影器、寸法測定機器等は手入

れも良い。

　すべての機器は、PITACで作られる部品、あるいは外部から持ち込まれる製品検査や測

定に活用されており、研修コースも開設している。

ｄ）熱処理

　ソルトバス（塩浴炉）、高周波焼き入れ装置、高温ガス炉（重油炉を改造）は、稼働し

ているものの、特に浸炭を目的としたガス炉の老朽化が著しい。

　仕事の内容は、委託部品とPITACで加工される部品・治工具の熱処理であり、仕事量は

多い。

２）フェーズ１実施当時のC/Pの現状と技術の伝承

ａ）大型汎用旋盤

　当時のC/Pが汎用機械のワークショップの課長として、汎用機を中心としたワーク

ショップ全体の管理と技術指導を行っており、この大型汎用旋盤には専任の作業者を割り

当てている。
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ｂ）NC工作機械関係

　技術の伝承に関しては、当時のC/PがNC工作室の課長となり責務を果たしている。

　自動プログラミング装置で加工プログラムの作成、小型ワイヤーカット、小型放電加工

機、ジググラインダー、NCフライス盤等の技術指導と外部への委託加工支援を行ってい

る。それぞれの機械の担当者を決め、複数の人員が扱えるようにしている。

ｃ）QC・検査

　当時のC/Pは定年退職したが、技術やノウハウは後進に引き継がれている。

ｄ）熱処理

　当時のC/Pが課長として、後進を指導・管理している。

　金型部品のうち、プレス金型本体部、プラスチック金型の突き出しピン、ガイドポスト

等の焼き入れを引き受けている。

(2) 活動内容と機材の現状

　PITACにおける既存機材の活用について、フェーズ１における供与機材も含め、極めて適

切にメンテナンスされて活用されており、かつて30年以上以前に、欧米より導入された機材が

現在も稼働している状況は、特筆すべきものであった。また、フェーズ１で供与されたNC自

動旋盤とNCならいフライス盤が故障している点に関しても、それぞれ10年と15年の稼働実績

がある。その上、故障箇所も、弱いとされるNC部分であって、機械寿命の限界をはるかに越

えた活用をしている。

　既存設備と併せ、加工の基礎技術に関しても、非常に真面目な取り組みがなされている。こ

れは、かつて欧米より機材供与がなされた折、同時に合理的な生産技術と基礎技術の導入がな

された結果と推察される。

　PITACより出されている技術移転要請「コンピュータ化された総合金型製作システム」に

ついては、このような環境からも妥当性があり、既にベーシックな基礎技術は十分に習得、活

用されていることから、時代の変化に合わせたコンピュータ支援生産技術の導入が、当然の方

向と考えられる。

　課題はコンピュータ化された機材について、フェーズ１で供与されたNC設備同様、PITAC

におけるメンテナンスに限界がある点にある。日本や他のアジア諸国が一定期間稼働すると設

備更新を図っていくことと比較して、PITACが設備の活用期間をどの程度と考えるかで、メ

ンテナンス対応が長期化することを考慮しなければならない。

　CNCの技術革新は、今後も推進され、新たなソフト開発を伴いつつ効率化される。切削速

度も加工条件設定も日進月歩であり、ハードよりもソフトウェアについて機械産業は開発競争

にしのぎを削っている状況にあり、陳腐速度も速い。したがって、アフターメンテナンスに日
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本側の課題としてあらかじめルートの確定を想定して、PITAC側に提示しなくてはならない

と思われる。以下は既存機材を含むPITACの活動の現状である。

１）金型設計部門

　委託業務で、少人数の割に要望が多く時間がかかるのが金型設計である。現在はドラフ

ター（図面台）による設計・製図がほとんどで、１人の設計者が１つの金型図すべてを仕上

げる体制となっており、通常設計に３カ月以上を要する。依頼先からの苦情の多くは、納期

の遅延である。現在ベビーオイルボトルキャップの金型設計を委託されている。

　現在、CAD/CAMセンター（実際はAUTOCADのみで英国の支援）と連携を取りつつ、

CADによる設計が始まったが、主流は手描きである。また、金型設計研修コースは数種類

のメニューがあり、英訳版でテキストも用意されており、受講者の集まりも良いという。こ

のコースにはロンドンに本部を置くCOMON WEALTH SECRETARIATが受講者の滞在

費、テキスト代などを出している。

２）金属加工部門（主として汎用機械）

　外部からの委託案件が多く、汎用機のあるワークショップはフル稼働状態にある。

　作業者は基本的な機械の操作を習得している。被切削材には優先順位をつけて、加工され

ている。大忙しで規模が大きい、町工場を想像していただくと良い。

３）LCA部門

　１階は汎用工作機械（ボール盤、旋盤、フライス盤等）の使い方を企業の新人に指導する

所、２階はモーター、油圧機器等の条件設定ができるようパーツ交換ができるボードが10面

程設置され、効率的で経済的な機器の条件設定の教育を行っている。

　これらをコンピュータシミュレーションで可能にしたいという。

４）その他

　PITACで外部からの金型にかかわる委託業務の10件の事例を平均してみると、65％が機械

加工、ついで金型設計の14％、金型材料13％、熱処理８％と続く。

　今回訪問した民間企業・公的機関12件のいずれもが、PITACに対しては、金型を中心とし

た委託を行っていたり、技術的アドバイスを受けたり、研修コースを受講したりしており、

PITACとは何らかの関係が継続的に続いている。

５－２　要請プロジェクトの内容

(1) 技術移転分野

　事前にPITACより、以下の４分野が要請されている。

１）コンピュータにより高度化された総合金型製作システム

２）製造、試作及びトレーニングのためのプラスチック射出成形機
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３）製造及びトレーニングのための熱処理関連機材

４）トレーニングとコンサルティングのための管理技術及びLCA

　上記の要請に沿ってPITACからのヒアリング、既存設備及び技術の現状とラホール近郊の

関連企業視察を行い、要請内容の優先順位や妥当性を評価した。

　要請内容の理由について、PITAC側の言い分は次のように整理される。

　プラスチック金型をはじめ、成形技術、他の金型製造に関して、要望や注文が高度化してお

り、これらの技術のレベルを高めるためにも、CAD/CAM、CNC工作機械を含めたコンピュー

タによる総合的な金型製造技術が必要であるとしている。

　プラスチック業界からの要望、委託案件のうち、特に射出成形技術に関してのものが増えて

おり、現状で対応できないので射出成形技術の習得と機材を希望している。

　熱処理関連は、金型の突き出しピン、ガイドピンなどの標準部品を作る際、もっと的確な部

分熱処理をやりたいことと、老朽化したフェーズ１設備の更新のため必要であると言っている

が、若干こじつけ気味にも感じられる。

　管理技術とLCA関連での本音は、射出成形の自動取り出し、２色成形、インサート成形な

どの自動化技術であると言っているが、関連づけるには無理がある。

　関連企業視察の結果と考え合わせると、３）及び４）については、１）及び２）との関連性

は乏しく、除外すべきと判断される。

　理由として、３）については、現地における自動車部品などのピン関係の熱処理を受注して

いるため、設備が老朽化したことによる更新のための要請の意味合いが強いと推測される。今

回技術移転対象予定分野のプラスチック金型関連に関して、日本国内においては金型用鋼材の

選択等により熱処理は行わないので、不必要と判断される。

　また、４）においても、大量生産における合理化・省力化のための管理システムの導入であ

り、プラスチック金型製作とは関連性に乏しく、金型製作においては、移転予定技術の範囲に

生産管理手法も含まれることから別項目としては除外すべきである。

　こうしたことから技術移転分野について、１）と２）に限定した内容とし、さらに技術移転

内容についても、供与機材との能力について、あらかじめ一定の枠組みと事前に設定した範囲

に絞り込む。さらに、日本における過去の経験から、汎用性の高いと予測される市場ニーズに

合致するであろう必要技術及び機材を検討すべきである。

　PITAC側より、型締力1,000トン級の射出成形機に対する具体的な要請が出されたが、日本

国内においても、このような成形機は特殊な自動車産業や大型家電に限られたものであり、こ

の手の成形機を保有している金型企業は３％に満たない。金型製作においても特殊な能力をも

つ大型設備や製作現場における大型クレーンを含めた製作環境に莫大な投資を必要とする。し

たがって、本来のサポーティングインダストリーの整備育成に必要な成形機の型締力は350ト
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ン程度を上限とした技術移転範囲に限定した検討が必要と考えられ、自動車産業や大型家電に

限定した供給能力というPITACの要望を再検討してもらう必要を感じた。

(2) 業界のニーズ

　PITACに寄せられるプラスチック及び金型関連業界からの要望、企業訪問でのヒアリング

等からのニーズをまとめると、以下のように整理される。

１）金型設計に関するもの

◇プラスチック金型のトレーニングを基礎から応用までやってもらいたい。

　（特に新人教育プログラムがあると企業側は手間が省ける）

◇金型設計が短時間でできる技術を教えられるようにしてほしい。

◇現状の金型はコピーなので、金型設計ができるよう、設計者の技術を上げてほしい。

◇プラスチック金型の設計で複雑形状のものができるようにしてほしい。

◇３次元形状の金型設計ができるようにしてほしい。

◇現在あるPITACの金型設計データ、設計技術は古いので、新しいものを期待する。

◇最新技術の紹介などの技術セミナーを、数多く開催してもらいたい。

◇アルミダイカストからプラスチックへの転換の材料設計・金型設計技術を望む。

◇客先（自動車）からの製品図に替わるデータを処理できるようにしてほしい。

◇バリの出ない金型製作技術を習得したい。

◆PITACは設計に時間がかかり過ぎ、６か月もかかるものがあるので改善してほしい。

２）金型加工に関するもの

◇加工精度の良い、新方式の工作機械を入れてほしい。

◇３次元形状の加工ができるようにしてほしい。

◇細かな細工の加工技術（ワイヤーカット加工の精密なもの）を保有してほしい。

◇放電加工でもっとサイズの大きい製作ができるようにしてほしい。

◇加工精度0.0002インチ（0.005㎜）を出せるようにしてほしい。

◇超音波仕上げ加工をやってもらいたい。

◇金型部品のち密な熱処理ができるようにしてもらいたい。

◇金型のクロムメッキ技術を覚えたい。

◆新しい工作機械が入ったら、すぐ関係する企業に紹介・普及してほしい。

◆現在故障中のCNC旋盤とCNCならいフライス盤加工で加工したい。

◆PITACでの加工の納期をもっと早くしてほしい。
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３）プラスチック成形技術に関するもの

◇バリの出ない成形方法を習得したい。

◇プラスチック成形のトラブルシューティング（問題解決）技術を教えてほしい。

◇２色成形、インサート成形など高度な射出成形技術を学びたい。

◇製品の取り出しをオートメーション化したいので、その指導をしてほしい。

◇中空成形技術を習得したい。

　以上のように、プラスチック金型技術については金型のオリジナル設計技術の未熟さが、金

型加工については部品の加工精度が問題となっており、射出成形技術については適正条件設定

の問題があげられる。

　協議の結果要請内容がプラスチック金型技術分野に絞り込まれたので，これに基づき日本側

及びパキスタン側の投入計画の素案をまとめた。
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第６　プロジェクト方式技術協力案件としての妥当性

６－１　協力の妥当性

　協議の結果、「プラスチック金型技術の移転」を協力案件候補とする方向で今後さらに検討を

進めることとなったが、当該案件については、以下の状況から、プロジェクト方式技術協力案件

として妥当性を有するものと考える。

(1) パキスタンの経済への影響

　プラスチック製品は、日用品等になるとともに、自動車、家電など極めて広い範囲の産業に

おいて部品として使われている。また、金型は、プラスチック製品を製造するうえで不可欠の

重要なツールであり、製品の品質は、金型の良否によって決まるといわれている。このため、

今回の対象候補であるプラスチック金型の技術力が向上すれば、極めて広い産業において、製

品の品質向上につながるだけでなく、製品開発期間の短縮、コストの低減、さらにはこれまで

製造できなかった製品を製造できるようになり、ひいてはパキスタン経済の向上に資する。

　パキスタン政府は、民間主導で輸出指向型の製造業を牽引役とする経済成長をねらっている

が、プラスチック金型の技術力の向上は、こうした政府の方向性にも合致するものである。

　また、プラスチック製品を製造する企業、特に中小企業のニーズも高い。

(2) 技術的対応能力

　そもそも金型製作については、フェーズ１で協力した金属加工技術を活用することができる

が、今回の調査の結果、フェーズ１によってPITACは現在当該分野において十分に高い技術

力を確保するに至っている。また、技術者の技術力・勤勉さもあり、特に、旧来の方法ながら

自ら金型設計を行っているため、金型製作における基盤的技術力を有している。

(3) 民間への技術移転の可能性

　前述のとおり、PITACは相当程度の技術力を有しており、また、これまで民間に対する技

術指導実績等も豊富であることから、民間からの信頼も厚く、関係も良好であり、プロジェク

トの実施により十分に民間への技術移転が期待できる。

(4) 事業実施可能性、事業継続可能性及び事業効率性

　PITACはすでにフェーズ１を実施した経験があり、十分な成果を上げている。また、PITAC

は、フェーズ１で供与した機材を十分に活用するとともに、適切な維持管理を行っており、当

時のメンバーが現在も残っている。さらに、PITACの研修実施体制、企業アドバイザリー活



－44－

動等の状況を確認したところでは、大きな問題点は見られない。ただし、中長期の研修が未経

験といったことや、維持管理予算が本当に捻出できるのかといった問題が散見され、今後、さ

らに確認が必要である。

６－２　協力の内容・期間

(1) 協力の内容

　パキスタンの中小企業におけるプラスチック金型製造技術の向上のための、PITACの中小

企業に対する研修・指導事業への協力（PITACに対するプラスチック金型製造技術の移転を

含む）

(2) 具体的対象技術及びそのレベル

１）具体的対象技術

ａ）プラスチック金型の設計技術

ｂ）プラスチック金型の加工技術

ｃ）プラスチック金型の組立・射出成形機による試作

２）技術レベル

　３次元ソリッドモデルのCAD/CAM、コンカレントエンジニアリング技術等を用い、小型

中型のプラスチック金型を製作する技術

(3) 技術内容の妥当性

　金型の製作は、金型設計、金型加工、金型組立、製品試作を行い、試作の結果により問題が

あれば設計にフィードバックし、このプロセスを繰り返すことにより、最終的な金型を作りあ

上げるため、これらのプロセスをすべて含むことが必要である。

　また、３次元ソリッドモデルによる金型製作は、最新のレベルの高い技術であるが、今後の

金型製作において常識となるコア技術であり、また、PITACは当該技術を会得しうる能力を

有していると思われる。

　対象とするプラスチック製品の大きさについては、大型のものは中小企業のニーズが少な

く、対象としなくとも十分にコアとなる重要技術の移転は可能であり、今後自らの努力によっ

て大型への技術向上は可能であることから、小型中型のみを対象とすべきである（パキスタン

側は、いまだ了解せず）。

　なお、光造形装置及び関連技術について、一部団員より、研修等を効率かつ効果的なものと

し、技術移転を円滑化する観点から極めて有益なものであり、仮に本プロジェクトが実施に移

される場合には、パキスタン側の認識がなく、要望機材としてもあがっていなかったが、是非
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とも追加すべきとの意見があった。

(4) 協力期間

　PITAC側は当初要請では３年、今回の協議では５年を希望しているが、今回専門家が調査

した結果、PITAC側がすでに相当程度の技術レベルを有していることから、３年程度で十分

に目標を達成できるものと考えられる。
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第７　調査団所見

　調査団としては、パキスタン側のあまりに強い期待感が、ややもすると、今後仮に案件が採択

され、協力内容の絞り込みを行う過程で支障ともなりかねないことから、日本のODA予算の厳し

い現状や機器の維持管理の重要性、専門家リクルートの厳しさにかかわる説明をも交えつつ、日

本側の協力の範囲（限界）を繰り返し説明すると同時に、パキスタン側のモメンタムを損なうこ

とのなきよう、聴取及び協議に努めた。

(1) 国家開発計画との整合性

　国家開発計画として、1998年に12年にわたる国家中長期ビジョンとして策定されたパキスタ

ン2010は、保護主義から民間主導の価値の創造にパラダイムシフトし、製造業主導、輸出指向

型の経済成長に向けて、戦略化を図ろうとしている。また、これらの考え方を反映させた第９

次５か年計画では、製造業部門において、先の第８次５か年計画と異なり、経済のグローバル

化等の状況を踏まえ、輸出指向をねらって、素材産業から知的産業の振興への転換、サポー

ティングインダストリーの振興、国際市場の拡大に照らして、高付加価値化、品質管理の重要

性をうたっており、エンジニアリング産業の振興において、投資政策との整合性も相まって、

政府の強い意志が感じられる。

(2) 実施機関の実施体制及び実施能力

　今次調査を通じて終始感じられたことは、実施機関となるPITACカーン所長の強いリーダー

シップ及び熱意と、各部門のマネージャー達の業務及び設備に対する責任感と勤勉さである。

カーン所長の強いイニシアティブの下、連日にわたり３～４名の幹部が誠実かつ積極的な姿勢

で協議に臨んでくれ、非常に好印象を持った。

１）組織の自立性及び技術力

ａ）この姿勢は、フェーズ１の成果を確実にパキスタンの中小企業に対する技術支援とし

て、研修訓練や部品や工具製作等の実施につないで自立的に発展させてきており、15年を

経た加工機器を大切に維持管理してきていることからもうかがえる。

ｂ）また、PITACは工業産業省の傘下であるが、独立機関（Autonomous Institution）と

して事業の展開を自発的に行っており、APOや、UNDP、ILO等の援助機関との協力関係

をうまく生かして、自らに不足する部分を外国専門家による指導や、研修プログラムの充

実によって、強化させてきており、組織的にも対外ネットワークをもった安定した組織運

営をしている。

ｃ）さらには、PITACは、1961年の設立当時より国家生産性センター（NPO）としての役
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割を果たし、生産性・品質管理分野の知識の普及に従事してきたことから、他の国の工業

技術指導研修機関に比して、品質、デリバリー、コストに対しより敏感であり、この側面

から、老朽化してきた機材では、民間からの技術指導への期待には、質の面からも納期の

面からも対応できないとの意識が強い点は、PITACの大きな強みとなっている。1999年４

月には、NPC（国家生産性評議会）が設立され、PITACはその事務局として生産性概念

の普及、指導を行う立場にあり、政府からの期待はさらに高まっている。

２）プロジェクトの成功にとって不可欠な「ヒト」の要素

ａ）調査団の滞在期間中、PITACはカーン所長の強力な権限の下にあり、その経験やネット

ワークに対し他の所員より多大な尊敬を集めているとともに、強いトップダウンの実状も

観察した。カーン所長自身はPITACの定年である60才を昨年に迎えており、工業省との２

年間ごとの雇用契約の締結のもとに、後継者が育つまでの間所長ポストを担うこととして

いる。この契約に関して同氏は、新規のプロジェクトが終了するまで交代は考えないとし

ているが、例えばインダストリアル・エンジニアリング課のサルフラス課長等の次世代

リーダーが育つまでの間、上記の事実から判断すれば、カーン所長の意向を尊重しつつ

も、プロジェクトの成功の鍵を握るC/Pの現場及び現実のニーズ・受容能力と温度差がな

い形で、日本側の投入や技術移転の方法を決定していくよう、留意が必要である。　

ｂ）PITACの技術者については、JICAの他、APOやAOTS等の研修スキームを通じて日本

で研修を受けた技術者が多く、日本に学ぶ意識は非常に強い。また、JICAのフェーズ１

プロジェクトの成果等を生かして、すでに相当の基礎力を有していることから、３年程度

で十分に目標を達成することができるものと思われる。

ｃ）なお、JICAのフェーズ１プロジェクト協力時のC/Pは定年退職者を除くとすべて残存し

ており、PITAC自体が転職者の少ない組織であるが、新規協力案件の技術移転分野の中で

特に核となる設計部門はCADの経験者をさらに採用するなどの人員の強化が必要である。

加工、組立・試打ちの専門分離、CAD/CAM導入による電気及びシステムエンジニアの採

用・強化が必要であり、この点について、特に新規採用の必要性についてはカーン所長の

強い要望もあり、ミニッツにも盛り込んだところである。

３）プロジェクトの成功にとって重要な「予算（カネ）」の要素

　本プロジェクトが開始されると決定されれば、PITACはプロジェクトのための開発予算を

財務省に要求することとなるが、CAD/CAMシステムの維持管理には他のプロジェクトの例

では、年間500万円の費用が試算されており、カーン所長は必要経費については、要求すれ

ば獲得は難しくないとしているが、今後の機材規模の検討における維持管理経費の慎重な試

算とともに、パキスタンの経済状況も含め、引き続き注視することが必要である。
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４）「資機材（モノ）」の要素

ａ）パキスタン側による新規調達機材のみならず、フェーズ１で供与された機材も供与から

15年を経ているにもかかわらず隅々まで整備され、２機を除きフル稼働していた。PITAC

側のメンテナンス体制として、専任の機材管理課長を置き、CNC工作機械のプリント基

板の交換まで行っているのには驚かされた。このように、フェーズ１の供与機材がPITAC

の手で良く維持管理されていることからみて、協力期間後についてはその自立発展性は期

待できるところであるが、一方で、コンピュータを内蔵した高度な機材のグレードアップ

及びメンテナンスの問題については、工作機械や電子機器の代理店のないパキスタンに

とって、重要な課題となる。このため、本プロジェクトが開始された場合には、タイから

の第三国調達等も視野に入れて現地でのアフターケア体制の構築を検討するほか、CNC

関連機器などのメンテナンスを担当するシステムエンジニア分野のC/Pも養成することが

必要である。

ｂ）なお、新プロジェクトのための増床工事のための開発予算については、1999年度要求を

行うこととしているため、本案件を採択する場合には、右の予算の措置状況を見つつ、増

床部のレイアウトプランについて、十分なすりあわせを行っていく必要がある。

(3) その他

１）金型の受注製作について

　PITACは企業向け技術及びマネジメント研修の他、技術指導を実施しているが、企業向け

技術指導の多くは企業で製作できない部品、治具・工具の製作であり、プラスチック金型に

関しても完成品の製作は少ないが、金型のピン等の部品製作を請け負ってきている。本件要

請においては、これらの製作設備の更新要請の色が濃く、機材のみの要請との印象が強かっ

たところであり、今回の調査における実際の要請理由の聴取においても、これらの製作受注

にあたり、機材の陳腐化のために納品までに多くの時間を要し、また精密加工等ができない

ため、品質に不足を生じる現状が繰り返し説明された。一方で、PITACは、我が国に対し、

新たな設備を駆使するための新たな技術の移転への要望も強く、企業向け研修、技術指導の

ために、自ら製作することで技術を体得することと、製作受注を通じての企業との密接な関

係づくりのメリットも強調され、その必要性も十分理解できるところである。パキスタンと

の協議の結果、協力を実施するとした場合、金型製作そのものを成果の柱とはしないが、研

修、技術アドバイスとともに、技術アドバイスの一環として、試作金型の製作を含めて、協

力の成果の柱として位置づけることと整理した。

２）機材の内容及び規模の選定について

　今次調査において、PITACにおける製作を期待されるプラスチック部品のリストを求めた
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ところ、提出されたリストには大型の成形機を要する部品も半分近く含まれており、このた

めの大型成形機の供与要望が出た。これについては、製作需要への対応が全面に出すぎてお

り、機材の選択にあたっては、PITACへの技術の移転に必要な小型中型の金型製作技術に対

応するものに限るべきとの考え方を先方に伝え、ミニッツにも記載した。

　また、今次調査団の団員の一部からは、CADによる製品設計の研修と製品モデルの可視

化のための光造型装置、3D・複雑形状金型及び成形品測定のための３次元測定器を供与す

べきとの意見が出され、先方からも、前者は当初の要請には含まれていなかったものの、新

たに追加したいとの要望がなされた。今回のミニッツには含めなかったが、今後、案件が採

択された場合には、事前調査までにおいて、これらの必要性と供与の妥当性を十分に吟味す

る必要がある。

３）専門家リクルート、国内支援体制の検討について

　本件分野においては、専門家の層は限られており、リクルートは容易とはいえない。ま

た、ラホール市は現状では平穏であり、人間関係も比較的穏和であると感じられ、生活環境

も予想ほど悪くないが、アルコールの入手、娯楽の有無の点で、アセアン等の国に比する

と、条件は厳しくなる。また、こうした専門家リクルート、調整、技術協力計画の策定・運

営管理、研修員の受入のサポートを担う国内支援体制も重要であり、フィリピンに続き、タ

イ国金型技術向上プロジェクトが同時に立ち上がっている現状において、十分な支援体制が

とれるかどうかについても、十分な吟味が必要であろう。
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第８　専門家の生活環境

－パキスタン国、特にラホール市地域の治安・安全について－

(1) パキスタン国に対する外務省の海外危険情報による危険度区分は次のとおりである。

(2) したがって、今回要請のあがっているPITACは、パンジャブ州ラホール市内に存すること

から外務省の海外危険情報による危険度区分上は、危険度１の注意喚起区域に当たる。

(3) ラホール市周辺地域における安全の状況について、気づいた点は次のとおり。

１）３年間ラホール市に居住し、郊外（居住地から27㎞、車で約40分）に車で通勤している邦

人社長の談

ａ）ラホールにおいても、強盗がないわけではないが、これまで通勤途上や住居において強

盗に遭遇したことはない。

ｂ）テロについては良くわからないが、テロ目的で日本人をターゲットにしたということは

聞いたことはないし、外国人をテロ目的でねらったということも聞いたことがない。

ｃ）ラホール市は、カラチ市と違って一般的に治安は非常に良いと聞いているし、新聞紙上

から判断してもカラチ市の犯罪件数とは比較にならないほど少なく、カラチより大幅に安

全であると思っている。

２）今回の調査団の１人は、約１時間（朝6:30～7:30）１人でホテル前の道路を１日目は南に

向かって、２日目は北に向かって散歩を兼ねて歩いてみた。その結果、人通りはあまり多く

はなかったが、何ら気遣うこともなく、中には好奇の目を向ける者、「グッドモーニング」

と声をかける者もあり、慨して心配するようなことは全くなく、何らの危険を感じることも

なかったとしている。

地     域 危 険 度 

カシミール地方の実行支配線付近  ３（渡航延期勧告） 

ダウドー地区の山岳部  ３（渡航延期勧告） 

ジャコババード地区とサックル地区の森林地帯  ３（渡航延期勧告） 

モヘンジョダロ遺跡  １（注意喚起） 

シンド州 

内 陸 部 

上記を除く内陸部  ２（観光旅行延期勧告） 

シンド州カラチ市  ２（観光旅行延期勧告） 

北西辺境州（ペシャワール市及び連邦直轄部族地域）  １（注意喚起） 

パンジャブ州（ラホール市及び同州都市部）  １（注意喚起） 
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３）また、団員全員で調査終了後、飛行機の待ち時間を利用して、ラホール市の旧市街と称さ

れる繁華街で買い物を行ったが、何らの危険を感じることもなかった。

４）在パキスタン大使館の久保田大使は、パキスタンの首相はラホール市出身者であり、軍部

を強くコントロールしており、警察部隊に軍を活用し、裁判にも軍を活用して罪人をどんど

ん処刑するなどしており、パキスタン国の治安は最近非常に良くなってきている。特にパン

ジャブ州の州知事は現首相の弟であり、現州知事は州内の治安維持に重点をおいた政策を

とっており、ラホール市を中心としたパンジャブ州の治安は全く問題ないと、強調するとこ

ろがあった。

　この大使の言を裏づけるがごとく、交差点等には２～３人の交通警官が配置されて警備や

交通整理にあたる一方で、治安警察と称する軍人の部隊が２人１組になってオートバイで巡

回パトロールを行うなど、治安には十分注意を注いでいることが感ぜられた。

(4) よって、パキスタン国第２の都市であるラホール市周辺における治安については、一般的

な日常の警備を怠らない限り、他の途上国と大差ないと思料され、特段治安上の問題はないも

のと思料される（外国であり、通常の一般的な警備を欠かすべきでないことはいうまでもな

い）。
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